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(証券コード8512) 
平成25年６月12日 

 

株 主 各 位 
  

大 阪 市 中 央 区 北 浜 二 丁 目 ４ 番 ６ 号 

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 

取 締 役 社 長  堀 田 隆  夫 

 

第99回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第99回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますからご出席下さ

いますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので､ 

後記株主総会参考書類をご検討下さいまして、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示いただき、来る平成25年６月26日（水曜日）午後５時20分までに

当社に到着するよう折返しご送付いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 
記 
 

日   時 平成25年６月27日（木曜日）午前10時 

会   場 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 大証金ビルディング６階会議室 

目 的 事 項  

 報 告 事 項 第99期 ( 自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)事業報告および計算書類報告の件 

 決 議 事 項  

  第１号議案 剰余金の処分の件 

  第２号議案 取締役全員任期満了につき９名選任の件 

  第３号議案 取締役および監査役の退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支

給の件 

以 上 
  
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいま

すようお願い申し上げます。 

○代理人によるご出席の場合は、委任状を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出下

さい。(なお、代理人の資格は、当社の議決権を有する他の株主１名に限ることとさせて

いただきます｡） 

○株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（http://www.osf.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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添 付 書 類 

 

   事 業 報 告 (自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 ) 

 

１ 会社の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

当期のわが国経済は、復興関連需要などの下支えにより緩やかな回復傾向を辿る中、

依然として世界経済の下振れリスクはあるものの、年末の政権交代を機に政府・日銀

による積極的な経済政策や金融政策に対する期待が高まり、円安の進行などに伴い企

業収益に改善の兆しがみえ始めるなど年度末にかけては持ち直しの動きがみられまし

た。 

株式市場についてみますと、期初１万円台でスタートした日経平均株価は、欧州債

務問題の再燃などから６月上旬には半年ぶりの安値となる８千２百円台まで下落、そ

の後も世界経済に対する先行き不安などから一進一退の展開となりました。しかし年

末にかけては一段の金融緩和観測の高まりを受けた円安進行などを好感して上昇基調

に転じ、さらに年度末にかけてもＮＹダウの過去最高値更新などを受けて続伸歩調を

辿り、４年半ぶりの高値となる１万２千円台を回復しました。 

この間、大阪市場における信用取引買残高は期初1,300億円台でスタートした後、冴

えない株式市場の動向を映してほぼ横ばいに推移しましたが、年度後半から株式市場

の反発を受けて増加に転じ、年度末には2,300億円台まで水準を切り上げました。 

このような情勢下、第４四半期には貸借取引残高の増加を主因に業績の改善がみら

れましたが、年度前半の証券市場低迷の影響から当期の営業収益は2,957百万円（前年

同期比14.6％減)、営業損益は11百万円の損失（前年同期は営業利益24百万円)、経常

利益は207百万円（前年同期比21.1％減）といずれも前年同期の水準を若干下回りまし

た。また、当期純利益は株式会社だいこう証券ビジネス株式に対する公開買付け応募

による投資有価証券売却益を計上した一方で、合併関連費用が発生したことなどから

290百万円（前年同期比6.2％減）となりました。なお、当期純損益は、平成21年３月

期にリーマンショックの影響から最終赤字を計上した後は、４期連続の黒字を確保し

ております。 
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事業の種類別の業績は、次のとおりであります。 

 

  １ 資 金 運 用 

   ① 貸借取引貸付 

貸借取引貸付においては、年度前半にかけて信用取引買残高が株式市場の低迷

を映して弱含みに推移したことから、貸借取引貸付金（貸借取引借入有価証券代

り金35億円を含む）の期中平均残高は前年同期比27億円減の368億円となり、これ

による収入も前年同期比6.4％減収の296百万円となりました。 

   ② 金融商品取引業者向け貸付 

金融商品取引業者向け貸付においては、一般信用取引をバックアップする「信

用サポートローン」の需資が年末にかけて盛り上がりに欠けたことから、期中平

均残高は前年同期比４億円減の121億円となり、これによる収入も前年同期比

14.0％減収の103百万円となりました。 

   ③ 一般投資家向け貸付（証券担保ローン) 

一般投資家向け貸付のうち、非対面型で業界初のネット取引「コムストックロ

ーン」については、その高い利便性をアピールするなど積極的な営業展開を図り、

訪問型の「ビジネスローン」については、東京支社を拠点として首都圏での営業

活動を強力に推し進めましたが、年度前半の株式市場の低迷が響き、期中平均残

高は前年同期比４億円減の252億円となり、これによる収入も前年同期比5.8％減

収の842百万円となりました。 

   ④ 現金担保付有価証券貸借取引（株券・債券レポ取引) 

レポ取引については、採算性重視の運用に努めましたが、期中平均残高は前年

同期比66億円減の617億円となり、これによる収入も前年同期比18.4％減収の449

百万円となりました。 

   ⑤ 預金・有価証券運用 

預金・有価証券運用の期中平均残高は、国債の満期償還や売却を主因に前年同

期比157億円減の566億円となり、これによる収入も前年同期比13.8％減収の770百

万円となりました。 

  ２ 有価証券貸付 

   ① 貸 借 取 引 

貸借取引貸付有価証券の期中平均残高は、前年同期比11億円減の97億円となり、

これによる収入も、前年同期比34.7％減収の374百万円となりました。 

   ② 一 般 貸 株 

一般貸株においては、期中前半の借入需要の不振から、取扱額は前年同期比５

億円減の127億円となり、これによる収入も前年同期比25.6％減収の６百万円とな

りました。 

   ③ 債券貸借取引 

債券貸借取引においては、期中後半の新規借入需要の不振から、成約額は前年

同期比785億円減の890億円となり、これによる収入も前年同期並みの０百万円と

なりました。 
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 (2) 設備投資の状況 

特記すべき事項はありません。 

 

 (3) 資金調達の状況 

特記すべき事項はありません。 

 

 (4) 対処すべき課題 

本年３月29日開催の当社臨時株主総会及び普通株主様による種類株主総会におきま

して ｢当社と日本証券金融株式会社との合併契約承認の件」が原案どおり承認可決さ

れ、また、本年３月25日に第一種優先株主様による種類株主総会の決議があったもの

とみなされましたことから、当社は本年７月22日に日本証券金融株式会社を存続会社

として、吸収合併される予定でございます。 

合併新会社におきましても、証券取引所において貸借取引業務を担う指定証券金融

会社として、株式市場の参加者及び投資家の利便性向上を通して証券市場の発展に貢

献するという社会的使命を着実に果たしてまいります。 
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 (5) 財産および損益の状況 
 

区   分 
第 96 期 

(自平成21年４月１日
至平成22年３月31日)

 

第 97 期 

(自平成22年４月１日
至平成23年３月31日)

 

第 98 期 

(自平成23年４月１日
至平成24年３月31日)

 

第99期(当期) 

(自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 ) 

 

営 業 収 益 5,127
百万円

3,435
百万円

3,464
百万円

2,957
百万円 

経 常 利 益 ま た は 
経 常 損 失(△) 

606
百万円

△795
百万円

263
百万円

207
百万円 

当 期 純 利 益 564
百万円

3,265
百万円

309
百万円

290
百万円 

１株当たり当期純利益 9.71
円

83.58
円

2.73
円

2.20
円 

総 資 産 293,666
百万円

236,116
百万円

238,431
百万円

236,010
百万円 

純 資 産 15,382
百万円

17,751
百万円

18,020
百万円

18,305
百万円 

 
(注) 1. 第97期の当期純利益の増益は、リーマン・ブラザーズ証券株式会社に対する再生債権に

かかる弁済額や売却益の計上によるものであります。 
2. 第99期は、｢１(1)事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。 

 

 (6) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在) 

当社は、金融商品取引法に基づく免許を受けた証券金融の専門機関であり、金融商

品取引業者、金融機関、一般投資家等に対し現金・有価証券等を担保に資金または有

価証券の貸付を行っております。 

  ⅰ 資 金 運 用 

   (ｲ) 貸借取引貸付 

株式会社大阪証券取引所の取引参加者に対し、信用取引（買い）の決済に必要

な資金を同取引所の決済機構を利用して貸し付けるものであります。 

   (ﾛ) 金融商品取引業者向け貸付 

金融商品取引業者に対し、営業に伴って必要とする運転資金および公社債の引

受、売買に伴って必要とする資金を貸し付けるものであります。 

   (ﾊ) 一般投資家向け貸付（証券担保ローン) 

一般投資家に対し、株式および公社債の購入、保有等のために必要とする資金

を貸し付けるものであります。 

   (ﾆ) 現金担保付有価証券貸借取引（株券・債券レポ取引) 

当社が金融商品取引業者および金融機関等から株券または債券の借入れを行い、

担保金の差入れを行う（付利金利を徴収する）ものであります。 

   (ﾎ) 預金・有価証券運用 

効率的な資金運用を目的に、一定の基準に基づき有価証券等への運用を行うも

のであります。 
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  ⅱ 有価証券貸付 

   (ｲ) 貸 借 取 引 

株式会社大阪証券取引所の取引参加者に対し、信用取引（売り）の決済に必要

な有価証券を同取引所の決済機構を利用して貸し付けるものであります。 

   (ﾛ) 一 般 貸 株 

金融商品取引業者に対し、売買等に伴って必要とする株券等を貸し付けるもの

であります。 

   (ﾊ) 債券貸借取引 

金融商品取引業者および金融機関等に対し、売買等に伴って必要とする債券を

貸し付けるものであります。 

 

 (7) 主要な事業所（平成25年３月31日現在) 
 

本 店 大 阪 市 中 央 区 

東 京 支 社 東 京 都 中 央 区 

 

 (8) 従業員の状況（平成25年３月31日現在) 
 

従業員数 前期末比増減 

60名 ２名減 
 

(注) 上記従業員のほかに、人材会社からの派遣社員８名を受け入れております。 

 

 (9) 親会社および子会社の状況（平成25年３月31日現在) 

  ① 親会社の状況 

該当事項はありません。 

  ② 子会社の状況 

該当事項はありません。 

 

 (10) 主要な借入先（平成25年３月31日現在) 
 

借  入  先 借  入  額 

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 36,000 百万円 

日 本 銀 行 13,900

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 11,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 10,400

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 10,000
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２ 会社の株式に関する事項（平成25年３月31日現在) 

 (1) 発行可能株式総数 

普通株式 94,500,000株

優先株式 15,000,000株

 

 (2) 発行済株式の総数 (自己株式441,375株を除く) 

普通株式 36,558,625株

第一種優先株式 15,000,000株

 

 (3) 当事業年度末の株主数 

普通株式 7,651名

第一種優先株式 ８名

 

 (4) 大  株  主 
 

株   主   名 

持  株  数 合計株式 
持株比率 

(％) 
普通株式 
(千株) 

第一種優先株式
(千株) 

合計株式 
(千株) 

野村ホールディングス株式会社 2,000 5,000 7,000 13.6 

株式会社だいこう証券ビジネス 4,299 ― 4,299 8.3 

有 限 会 社 Ａ Ｆ Ｇ ― 2,500 2,500 4.8 

株式会社ＯＤＫソリューションズ ― 2,500 2,500 4.8 

公益財団法人資本市場振興財団 843 1,000 1,843 3.6 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,666 ― 1,666 3.2 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,666 ― 1,666 3.2 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,666 ― 1,666 3.2 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,665 ― 1,665 3.2 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,525 ― 1,525 3.0 

 

 

 (5) その他株式に関する重要な事項 

当社は、平成25年３月29日開催の臨時株主総会および取締役会の決議に基づき、発

行済の第一種優先株式の全て15,000,000株を一株あたり211円、総額3,165百万円で平

成25年４月15日に取得いたしました。 

 

３ 会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４ 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在) 
 

地   位 氏   名 担当および重要な兼職の状況 

※取 締 役 社 長 堀 田 隆 夫
コンプライアンス担当 
株式会社ＯＤＫソリューションズ取締役（社外) 
マツダ株式会社監査役（社外） 

※専 務 取 締 役 虎 竹 洋 文 総括、監査室、リスク管理担当 

常 務 取 締 役 西 山   剛 資金証券部担当、東京支社統括、資金証券部長 

常 務 取 締 役 小 田 康 史 企画総務部担当、企画総務部長 

取 締 役 田 中   豊 営業部担当、営業部長 

取締役（社外) 乾     裕
エース証券株式会社代表取締役会長兼ＣＥＯ 
日本証券業協会大阪地区協会地区会長 

取締役（社外) 神 﨑 健 一  

取締役（社外) 佐々木 茂 夫
弁護士、株式会社大阪証券取引所取締役（社外）、 
岩井コスモ証券株式会社取締役（社外） 

取締役（社外) 吉 武 文 徳  

常 勤 監 査 役 源 太 忠 彦 株式会社ＯＤＫソリューションズ監査役（社外) 

監査役(社外) 山 下 公 央  

監査役(社外) 中 川   隆  
 

(注) 1. ※印は代表取締役であります。 

2. 取締役 乾 裕、神﨑健一、佐々木茂夫、吉武文徳の各氏は、会社法第２条第15号に定

める社外取締役であります。 

3. 監査役 山下公央、中川 隆の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。 

4. 監査役 源太忠彦氏は、当社経理部門において経理業務の経験を有しており、財務およ

び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

5. 取締役 佐々木茂夫氏は、大阪証券取引所および東京証券取引所が指定を義務付ける一

般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。 

6. 取締役 源太忠彦、沖津嘉昭の両氏は、平成24年６月26日開催の第98回定時株主総会終

結の時をもって、当社取締役を辞任いたしました。 

7. 監査役 伊藤俊示、和田英夫の両氏は、平成24年６月26日開催の第98回定時株主総会終

結の時をもって、任期満了により当社監査役を退任いたしました。 

8. 取締役 乾 裕氏は、平成25年４月１日付で、エース証券株式会社代表取締役社長に就

任いたしました。 

9. 取締役 堀田隆夫氏および監査役 源太忠彦氏は、平成25年６月26日付で、株式会社Ｏ

ＤＫソリューションズの取締役および監査役をそれぞれ退任する予定です。 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 

取締役 11名 128百万円

監査役 ５名 22百万円

合 計 16名 151百万円

うち社外役員の報酬等の額 

    ８名 18百万円
 

(注) 1. 上記報酬等の額には、当事業年度にかかる役員退職慰労引当金繰入額41百万円が含ま

れております。 

   2. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与を含む）22百万円

は含まれておりません。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係 

取締役 乾 裕氏は、エース証券株式会社の代表取締役会長兼ＣＥＯ（平成25年

４月１日付で同社代表取締役社長に就任）であり、当社は同社に対して貸借取引業

務等を行っております。 

取締役 佐々木茂夫氏は、株式会社大阪証券取引所および岩井コスモ証券株式会

社の社外取締役であり、当社は株式会社大阪証券取引所の指定証券金融会社であり、

岩井コスモ証券株式会社に対しては貸借取引業務等を行っております。 

  ② 主な活動状況 
 

区   分 氏   名 主 な 活 動 状 況 

取  締  役 乾     裕
就任後開催の取締役会10回の全てに出席し、主に証券
界での経験に基づき議案審議等に必要な発言を適宜行
っております。 

取  締  役 神 﨑 健 一
当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、主に金
融界での経験に基づき議案審議等に必要な発言を適宜
行っております。 

取  締  役 佐々木 茂 夫
当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、主に法
曹界での経験に基づき議案審議等に必要な発言を適宜
行っております。 

取  締  役 吉 武 文 徳
当期開催の取締役会12回の全てに出席し、主に金融
界、証券界での経験に基づき議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。 

監  査  役 山 下 公 央
当期開催の取締役会12回、監査役会14回の全てに出席
し、主にリスク管理の観点から議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。 

監  査  役 中 川   隆
就任後開催の取締役会10回のうち９回に、監査役会９
回の全てに出席し、主にリスク管理の観点から議案審
議等に必要な発言を適宜行っております。 

 

  ③ 責任限定契約の内容の概要 

当社は社外役員全員と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であり

ます。 
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５ 会計監査人に関する事項 

 (1) 名称 

   新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 報酬等の額 
 

① 当事業年度にかかる報酬等の額 24百万円 

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24百万円 
 

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬
等の額を含めて記載しております。 

 

 (3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査

人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の同意または

請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に付議いたしま

す。 

 

６ 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制 

 

内部統制システムの整備に関する基本方針 

 

 １ 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

  (1) ｢企業行動憲章」のもと「コンプライアンスに関する基本方針」を制定し、取締役

および従業員がとるべき行動規範を明確にしています。取締役および従業員は、｢コ

ンプライアンスに関する基本方針」を遵守し、社会的良識をもって公正かつ誠実に

行動します。 

  (2) コンプライアンス体制の確立・維持を図るため、コンプライアンス担当役員を責

任者とするコンプライアンス委員会を設置しています。コンプライアンス委員会は、

コンプライアンスの実践に向けて「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、コ

ンプライアンス活動を統括しています。また、取締役および従業員のコンプライア

ンス意識を定着させるため、計画的なコンプライアンス研修を実施しています。 

  (3) 財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制を整備し、その有効性を

定期的に評価、報告します。 

  (4) 苦情等対応体制を整備し、お客様からの苦情、問い合せ等については、お客様の

立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切な対応に努めます。 

  (5) 内部通報制度を整備し、社内窓口に加え、社外窓口（法律事務所）への通報・相

談ルートを確保しています。また、通報者に関する保護規定を設け、通報者の匿名

性および通報者に対する不利益取扱いの禁止を保証しています。   
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  (6) 監査役は、取締役および従業員が法令・定款を遵守して職務を執行する体制、財

務情報その他企業情報を適正かつ適時に開示する体制について、取締役が適切に構

築・運用しているかを監視し、必要に応じて改善を勧告しています。 

  (7) 監査室による内部監査を年１回以上の頻度で全部門に実施し、業務の多様化・高

度化に対応しつつ内部管理の適切性・有効性を確保しています。 

  (8) 社外取締役および社外監査役を迎え、経営の透明性を高めています。 

  (9) 反社会的勢力とは、一切の関係を持ちません。反社会的勢力による不当要求に対

しては、警察、弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、組織全体として断固とし

た姿勢で対応します。 

 

 ２ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  (1) リスク管理体制 

   ① 経営の健全性・安定性を確保する上で、リスク管理体制の整備を重要課題に位

置付け、リスク管理担当役員を責任者とし、常勤取締役および部門長で構成する

リスク管理委員会を設置し、当社業務に内包するリスクを一元的に管理していま

す。 

   ② ｢リスク管理規則」に基づき、各種リスクの定義、管理方法および管理部署を定

めています。 

   ③ 各種リスクの管理部署は、リスク管理委員会に対して定期的または必要の都度、

リスクの状況を報告しています。 

   ④ 各種リスク単位の管理に加え、全社ベースでリスクを把握し、定性面・定量面

から適切な対応を行い、経営として許容できる範囲にリスクを制御する統合リス

ク管理体制の整備を進めます。 

  (2) 危機管理体制 

経営危機に直面した場合には「危機管理規程」に基づき、社長を本部長とする対

策本部を設置し、迅速かつ的確な意思決定を行う体制としています。 

 

 ３ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

法令で作成・保存が義務付けられている文書（電磁的記録を含む。以下同じ｡)、会

社の重要な意思決定に関する文書およびその他取締役の職務の執行にかかる文書は、

｢文書管理規則」において、主管部署、保存年限を定め、検索性の高い状態で保存・管

理しています。また、取締役および監査役は、当該文書を常時閲覧できます。 

 



― (12) ― 

 ４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  (1) 取締役会および経営会議の開催 

取締役会は、原則として毎月１回開催し、経営の執行方針、法令で定められた事

項およびその他経営に関する重要事項の決定ならびに業務執行状況の監督を行って

います。 

常勤取締役および部門長で構成する経営会議は、取締役会付議事項および業務執

行に関する個別経営課題を実務的な観点から協議しています。経営会議は、経営情

報の共有化を図るため、原則として毎週１回開催しています。 

  (2) 中期経営計画および年次経営計画の策定 

取締役会は、３事業年度を対象とする中期経営計画を決定し、経営目標の明確化

を図っています。また、中期経営計画を具体化するために年次経営計画を併せて策

定し、各部門が実施すべき具体的な施策を決定しています。 

経営計画の進捗状況を定期的に検証し、施策の改善・優先順位の変更など計画達

成に向けて必要な措置を検討するため、常勤取締役および部門長で構成する経営計

画推進会議を毎月１回開催しています。 

  (3) 職務権限の明確化 

取締役会は、取締役の職務分担を定め、業務執行にかかる意思決定の迅速化を図

っています。また、業務執行部門の業務分掌や職務権限に関する事項を「部店組織

規則」および「事務処理規則」で定め、業務の効率的な遂行を図っています。 

 

 ５ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、使用人の取締役からの独立性に関

する事項、監査役への報告体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保す

る体制 

  (1) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項および使用人の取締役からの独立

性に関する事項 

取締役は、監査役が職務執行のために補助人を求めた場合、必要な使用人を配置

します。監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取

締役からの指揮命令を受けることはなく、独立性を確保しています。 

  (2) 監査役への報告体制 

   ① 監査役は、定期的に監査室長から内部監査に関する報告を受け、会計監査人か

ら会計監査に関する報告を受けています。 

   ② 常勤監査役は、取締役会、経営会議、経営計画推進会議、コンプライアンス委

員会、リスク管理委員会に出席し、重要な経営事項について報告を受けるなど、

業務執行状況をモニタリングしています。 

   ③ 常勤監査役は、決裁文書およびその他の重要文書の回付を受け、業務執行に関

する報告を受けています。 

  (3) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、代表取締役と定期的または必要の都度会合を持ち、当社が対処すべき

課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換し、相

互認識を深めています。 
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参考：企業行動憲章 

 

１ 社会的使命の実践 

｢証券のための金融、証券による金融」を社会的使命として常に認識し、証券市場の発

展に貢献する。 

２ 誠実かつ公正な企業活動の遂行 

法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公正な企業

活動を遂行する。 

３ 積極的な情報開示 

企業情報を積極的かつ適正に開示するなど、社会に開かれた企業を目指す。 

４ 質の高いサービスの提供 

個人情報・顧客情報の保護に十分配慮するとともに、｢ニーズ！スピード！チャレン

ジ！」の行動指針のもと、創意と工夫を活かした質の高いサービスをお客さまに提供す

る。 

５ ｢やる気に応える職場」の提供 

従業員の人権、個性を尊重するとともに、｢やる気に応える職場、働き甲斐のある職場」

を提供する。 

６ 環境保護への取組み 

エネルギーおよび資源の節減、廃棄物の削減、資源リサイクル推進等、環境に配慮し

た企業活動に努める。 

７ 社会貢献活動の推進 

｢良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動を行う。また、従業員が自発的に社会

貢献活動を行うことを奨励し、積極的にこれをバックアップする。 

８ 反社会的勢力との対決 

市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力には断固とした姿勢で対決する。 

 

 経営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割であることを認識し、率先垂範の上、

社内に徹底するとともに、グループ企業や取引先に周知させる。 

 万一、本憲章に反するような事態が発生したときには、経営トップ自らが問題解決と再

発防止に努め、権限と責任を明確にした上で厳正な処分を行う。 

 

以 上 
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貸 借 対 照 表(平成25年３月31日現在) 

(単位：百万円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

有 価 証 券 

貸 借 取 引 貸 付 金 

信 用 サ ポ ー ト ロ ー ン 

一 般 貸 付 金 

借 入 有 価 証 券 代 り 金 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

車 両 及 び 運 搬 具 

備 品 及 び 器 具 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

従 業 員 長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

231,801 

6,381 

39,996 

65,582 

12,722 

27,411 

80,975 

32 

97 

86 

193 

62 

△ 1,739 

4,209 

591 

45 

0 

83 

461 

403 

398 

4 

3,215 

2,922 

12 

46 

852 

224 

△  843 

流 動 負 債

コ ー ル マ ネ ー

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

貸 付 有 価 証 券 代 り 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

貸 借 取 引 担 保 金

信用サポートローン担保金

預 り 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

 
210,482 

42,800 

96,200 

48,000 

17,428 

136 

82 

147 

21 

60 

4,655 

860 

52 

37 

7,223 

6,000 

369 

149 

364 

310 

29 

負 債 合 計 217,705 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

配 当 準 備 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

 
17,462 

5,000 

3,229 

3,229 

9,364 

774 

8,590 

1,304 

3,815 

3,471 

△  131 

842 

842 

純 資 産 合 計 18,305 

資 産 合 計 236,010  負 債 純 資 産 合 計 236,010 
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   損 益 計 算 書 (自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 ) 

(単位：百万円) 
 

科           目 金           額 

営 業 収 益  2,957 

貸 付 金 利 息 1,217  

借 入 有 価 証 券 代 り 金 利 息 475  

受 取 手 数 料 111  

有 価 証 券 貸 付 料 381  

国 債 等 債 券 売 却 益 589  

そ の 他 181  

営 業 費 用  935 

借 入 金 利 息 288  

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息 30  

貸 付 有 価 証 券 代 り 金 利 息 11  

有 価 証 券 借 入 料 339  

支 払 手 数 料 267  

営 業 総 利 益  2,021 

一 般 管 理 費  2,032 

営 業 損 失  11 

営 業 外 収 益  236 

受 取 利 息 3  

受 取 配 当 金 158  

受 取 賃 貸 料 68  

失 念 株 取 扱 益 1  

そ の 他 5  

営 業 外 費 用  17 

支 払 利 息 17  

そ の 他 0  

経 常 利 益  207 

特 別 利 益  330 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 330  

特 別 損 失  210 

合 併 関 連 費 用 197  

減 損 損 失 12  

税 引 前 当 期 純 利 益  328 

法人税、住民税及び事業税  5 

法 人 税 等 調 整 額  32 

当 期 純 利 益  290 
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   株主資本等変動計算書 (自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 ) 

(単位：百万円) 
 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金
資本 

剰余金合計

当期首残高 5,000 3,229 3,229

当期変動額  

剰余金の配当  

当期純利益  

自己株式の取得  

自己株式の処分  

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) 

 

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 5,000 3,229 3,229

 
(単位：百万円) 

 

 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当準備
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

当期首残高 774 1,304 3,815 3,500 9,394 △  131 17,492 

当期変動額    

剰余金の配当  △  319 △  319  △  319 

当期純利益  290 290  290 

自己株式の取得  △   0 △   0 

自己株式の処分  △   0 △   0 0 0 

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) 

  ― 

当期変動額合計 ― ― ― △   29 △   29 △   0 △   29 

当期末残高 774 1,304 3,815 3,471 9,364 △  131 17,462 
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(単位：百万円) 
 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

当期首残高 527 527 18,020

当期変動額  

剰余金の配当  △  319

当期純利益  290

自己株式の取得  △   0

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) 

314 314 314

当期変動額合計 314 314 285

当期末残高 842 842 18,305
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個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

  有価証券 

関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。ただし、一部陳腐化の著しい有形固定資産については、見積耐

用年数によっております。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

なお、これによる営業損失、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可

能期間（５年）による定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(2) 賞 与 引 当 金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
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４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

 １ 担保に供している資産 有 価 証 券 39,996百万円 関係会社株式 2百万円

上記の担保資産については、日本銀行の即時決済に備えた担保として38,996百万円

を、日本証券クリアリング機構の現物取引清算基金として1,001百万円を差入れており

ます。 

２ 自由処分権を有する担保受入金融資産 

受入担保有価証券の時価  240,127百万円 

このうち貸付有価証券が12,301百万円、手許保管有価証券が227,825百万円 

３ 消費貸借契約により借り入れている有価証券の時価   96,277百万円 

このうち貸付有価証券が3,459百万円、担保差入有価証券が8,488百万円、手許保

管有価証券が84,329百万円 

４ 投資有価証券のうち消費貸借契約による貸付有価証券の貸借対照表額  612百万円 

 ５ 有形固定資産の減価償却累計額 981百万円

 

(損益計算書に関する注記) 

 関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

  一般管理費 496百万円

 営業取引以外の取引による取引高 33百万円
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(株主資本等変動計算書に関する注記) 

 １ 発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 37,000 ― ― 37,000 

第一種優先株式(千株) 15,000 ― ― 15,000 

 

 ２ 自己株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 440,948 494 67 441,375 

第一種優先株式(株) ― ― ― ― 
 

(変動事由の概要) 
普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加    494株 
普通株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買増請求による減少    67株 

 

 ３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 ４ 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 
 

決議 
株式の 
種類 

配当金の 
総額(百万円)

１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 109 3 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

第一種 
優先株式 

210 14 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

次のとおり、決議を予定しております。 
 

決議 
株式の 
種類 

配当の
原資

配当金の 
総額(百万円)

１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 
利益 
剰余金

109 3
平成25年 
３月31日 

平成25年 
６月28日 

第一種 
優先株式 

利益 
剰余金

210 14
平成25年 
３月31日 

平成25年 
６月28日 
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(税効果会計に関する注記) 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 (繰延税金資産) 

  ① 流動資産 

 未払事業税 3百万円

 賞与引当金 27百万円

 貸倒引当金 634百万円

 その他有価証券評価差額金 0百万円

 その他 0百万円

 評価性引当額 △ 472百万円

 計 193百万円

  ② 固定資産 

 役員退職慰労引当金 54百万円

 退職給付引当金 130百万円

 貸倒引当金 307百万円

 繰越欠損金 3,171百万円

 その他 70百万円

 評価性引当額 △3,603百万円

 繰延税金負債（固定）との相殺 △ 131百万円

 計 ―百万円

 繰延税金資産合計 193百万円

 (繰延税金負債) 

  固定負債 

 その他有価証券評価差額金 △ 441百万円

 繰延税金資産（固定）との相殺 131百万円

 繰延税金負債合計 △ 310百万円

 差引：繰延税金負債の純額 △ 117百万円

 

(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

 １ ファイナンス・リース取引 

  (借主側) 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   (1) リース資産の内容 

    ・有形固定資産 

本店ビルの建物及びシステム機器であります。 

   (2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

 ２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

１年以内 46百万円

１年超 88百万円

合計 134百万円
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(金融商品に関する注記) 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、貸借取引業務（金融商品取引法第156条の24第１項に規定する業務）をは

じめ、金融商品取引業者や投資家に対する金銭の貸付業務及び金融商品取引業者等

との間で行う現金担保付有価証券貸借取引等を主たる業務としております。これら

の業務に必要となる資金の調達に関しては、資金運用状況及び金融情勢の変化に応

じて長期・短期の資金バランスや調達手段の構成を調整するなど、安定的かつ効率

的な資金調達を基本方針とし、コールマネーの取入れ及びコマーシャル・ペーパー

の発行による金融市場からの調達のほか、日本銀行の共通担保資金供給オペレーシ

ョン、銀行からの借入れ等により資金を調達しております。また、当社は、主に取

引関係の維持、拡大等を目的に取引先等の株式を保有しているほか、一定の範囲内

において預金、国債等による資金運用を行うものとし、保有国債等を資金調達の担

保にも活用しております。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業貸付金及び借入有価証券代り金等の貸出債権は、貸付先の倒産など信用状態

の悪化によりその回収が不能となる信用リスクにさらされております。当社は、こ

の信用リスクを削減するために、貸付けにあたっては担保として有価証券等を受け

入れることとしており、貸付先に倒産等の信用事由が発生した場合等には、担保有

価証券を売却処分して貸出債権の回収を図ることとなります。担保有価証券につい

ては、市場価格が日々変動するため、その価格変動リスクを勘案して一定の担保掛

目を設けておりますが、市場価格が急落した場合には、担保有価証券の売却処分に

よっても貸出債権の回収が困難になる場合があります。 

当社が自ら保有する有価証券は、主に株式と国債等の債券であり、発行体の信用

リスク、市場価格の変動リスク、金利変動リスクにさらされております。 

資金調達は、コールマネーの取入れ、コマーシャル・ペーパーの発行及び銀行か

らの借入れ等により行っていることから、金融市場の混乱及び当社格付けの格下げ

による当社の資金調達力の低下等により、資金繰りが困難となる流動性リスクのほ

か、金融市場における金利変動リスクにさらされております。 
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  (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、経営の健全性と効率性を確保するため、リスク管理統括部署を設置し、

全社的なリスクの状況を継続的にモニタリングするとともに、経営陣を中心に構成

するリスク管理委員会の協議を通じて、リスク管理態勢の改善・向上を図っており

ます。 

   ① 信用リスク管理 

貸付業務等においては、社内規程に基づき、個別案件ごとに与信審査、与信限

度額の設定、担保有価証券の適格審査及び問題債権の回収等を行っております。

証券担保ローンの大口取引については、顧客との直接的窓口である営業部門と担

保有価証券の銘柄審査、担保処分等を行う管理部門を分離し、不良債権の発生・

拡大の抑制を図っております。こうした個別の審査・管理とは別に、当社の信用

リスクの状況については、リスク管理委員会において毎月協議しております。 

   ② 市場リスク管理 

資金運用においては、資金運用基準に基づき、資金運用限度額及び損失限度を

定めた上で、預金、国債等による運用を行っております。その資金運用状況につ

いては、資金運用基準の遵守状況、評価損益の状況等を毎営業日確認するととも

に、リスク管理委員会等を通じて経営陣に報告しております。市場リスク管理に

あたっては、金融資産及び金融負債が概ね短期間で決済又は金利更改がなされる

ことなどから、定量的な分析を利用しておりません。当社の主要なリスク変数は

金利変動リスクでありますが、営業貸付金や借入金等については、概ね短期間で

決済又は金利更改がなされ、当社が保有する国債（｢有価証券及び投資有価証券｣ 

のその他有価証券に分類するもの）については、平成25年３月31日（当期の決算

日）現在すべて国庫短期証券（平均残存期間0.09年）であるため、いずれもその

影響は軽微であります。また、当社が保有する株式（｢有価証券及び投資有価証

券｣ のその他有価証券に分類するもの）は、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し経営陣に報告しておりま

す。 

   ③ 流動性リスク管理 

資金調達においては、大口資金の期日集中を避け、長期・短期の調達バランス

を考慮した運営を行うとともに、調達手段の多様化、調達先の分散・拡充及び担

保有価証券の確保など、資金繰りの円滑化に努めております。そうした資金繰り

の状況については、経営陣に対し、日次で報告するとともに、リスク管理委員会

においても、その状況につき毎月協議しております。 

  (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因

を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動

することがあります。 



― (24) ― 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません（(注２）参照)。 
 

 
貸借対照表計上額(※１)

(百万円) 
時価(※１) 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 現金及び預金 6,381 6,382 1 

(2) 有価証券及び投資有価証券  

その他有価証券 42,558 42,558 ― 

(3) 貸借取引貸付金 65,582 65,582 ― 

(4) 信用サポートローン 12,722 12,722 ― 

(5) 一般貸付金 27,411  

貸倒引当金(※２) △1,682  

 25,728 25,726 △2 

(6) 借入有価証券代り金 80,975 80,975 ― 

(7) コールマネー ( 42,800) ( 42,800) ― 

(8) 短期借入金 ( 96,200) ( 96,200) ― 

(9) コマーシャル・ペーパー ( 48,000) ( 48,000) ― 

(10)貸付有価証券代り金 ( 17,428) ( 17,428) ― 

(11)貸借取引担保金 ( 4,655) ( 4,655) ― 

(12)長期借入金 ( 6,000) ( 6,000) ― 
 

(※１)負債に計上されているものについては、( )で表示しております。 
(※２)営業貸付金のうち一般貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 
(1) 現金及び預金 

現金及び満期のない預金については、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額によっております。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金
を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値を算定しております。 

(2) 有価証券及び投資有価証券 
株式の時価は取引所の価格、債券の時価は日本証券業協会が公表する公社債店頭売買参考

統計値によっております。 
(3) 貸借取引貸付金及び(4) 信用サポートローン 

貸借取引貸付金及び信用サポートローンについては、短期間で償還されるため、時価が帳
簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(5) 一般貸付金 
一般貸付金のうち、短期間で償還されるものについては、時価が帳簿価額に近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。それ以外のものについては、一定の期間・債権
分類ごとに区分した貸付金の元利金の合計額に信用リスクを織り込み、貸付利率で割り引い
た現在価値を算定しております。 

(6) 借入有価証券代り金 
借入有価証券代り金は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 
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(7) コールマネー 

コールマネーは、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似していることから、当該
帳簿価額によっております。 

(8) 短期借入金 
短期借入金のうち、短期間で決済されるものは、時価が帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。それ以外のもののうち、変動金利によるものは、短期間で市
場金利を反映し、また、当社の信用状態が借入実行後大きく変化していないことから、時価が
帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

(9) コマーシャル・ペーパー、(10) 貸付有価証券代り金及び(11) 貸借取引担保金 
コマーシャル・ペーパー、貸付有価証券代り金及び貸借取引担保金は、短期間で決済され

るため、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
(12)長期借入金 

長期借入金は、全て変動金利であり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態
が借入実行後大きく変化していないことから、時価が帳簿価額に近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。 

(注２) 非上場株式（貸借対照表計上額 160百万円）及び非上場優先出資証券（貸借対照表計上
額 200百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(2) 有価証券及び投資有
価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

(持分法損益等に関する注記) 

 関連会社に対する事項 

  関連会社に対する投資の金額 12百万円

  持分法を適用した場合の投資の金額 1,084百万円

  持分法を適用した場合の投資利益の金額 73百万円

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

 計算書類作成会社と関連当事者の取引 

  計算書類作成会社の子会社及び関連会社等 
 

種類 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 
期末残高 
(百万円) 

関連会社 
㈱ＯＤＫソ
リューショ
ンズ 

大阪市 
中央区 

637 

情報処理サ
ービス業務
ソフトウエ
ア開発業務

(所有)
直接31.6

シ ス テ ム 運
用・開発委託
役員の兼任

システム運用
委託 

495 ― ― 

 
  (取引条件及び取引条件の決定方針等) 

上記取引は、市場価格を参考に決定しております。 
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(１株当たり情報に関する注記) 

 １ １株当たり純資産額 412.90円

 ２ １株当たり当期純利益 2.20円

 

(重要な後発事象に関する注記) 

１ 自己株式（第一種優先株式）の取得 

当社は、平成25年３月29日開催の取締役会において、自己株式の取得を決議し、平

成25年４月15日に下記のとおり取得いたしました。 

(1) 自己株式の取得を行った理由 

当社及び日本証券金融株式会社（以下「日証金」といいます｡）は、当社を吸収合

併消滅会社とし、日証金を吸収合併存続会社とする吸収合併（以下「本件合併」と

いいます｡）を実施するために平成25年１月30日に合併契約を締結しております。 

本件合併は、その効力発生日の前日までに当社が発行済第一種優先株式の全てを

取得のうえ消却することを停止条件として効力が生ずるとされており、当社による

第一種優先株式の取得は当該停止条件を満たすために行ったものであります。 

(2) 取得に係る事項の内容 

① 取得した株式の種類 第一種優先株式 

② 取得した株式の数  15,000,000株 

③ 取得価額      3,165百万円 

２ 退職特別優遇措置の実施について 

当社は、平成25年４月１日開催の取締役会において、下記の退職特別優遇措置の実

施について決議いたしました。 

(1) 退職特別優遇措置の実施理由 

当社と日本証券金融株式会社（以下「日証金」といいます｡）は平成25年１月30日

付けで合併契約を締結しておりましたが、平成25年３月29日開催の当社臨時株主総

会及び種類株主総会において合併契約が承認されました。 

今般の日証金との合併に伴い、当社職員の勤務の本拠は東京に変更になりますが、

家庭その他の事情により勤務の本拠変更への対応が困難であるために退職を決断す

る職員に対して相応の配慮措置を講じることが適当と判断いたしました。 
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(2) 退職特別優遇措置の内容等 

① 対象者     全職員（嘱託職員を含む)。 

② 適用人数    適用人数枠は定めない。 

③ 優遇措置    通常退職金に特別退職金を加算支給するとともに未消化年次

有給休暇の買上げを行う。また、希望者に対して外部専門機

関による再就職支援サービスを提供する。 

④ 退職日     平成25年５月31日までの間で会社と合意する日。 

⑤ 申請受付期間  平成25年４月５日から平成25年４月19日まで。 

⑥ 承認手続等   申請受付後、合併新会社における組織・人員体制にかかる日

証金との協議を経て承認の可否を決定し、退職日の14日前ま

でに退職合意書を締結。 

(3) 業績に与える影響 

今回の退職特別優遇措置は、勤務の本拠変更への対応が困難であるために退職を

決断する職員への配慮措置であり、①適用人数枠を定めていないこと、②合併新会

社における組織・人員体制にかかる協議を経て承認の可否を決定すること、から現

時点では退職者が未確定であるため、本措置実施に伴う費用を見積ることは困難で

あります。 

 

(その他の注記) 

該当事項はありません。 
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  会計監査人監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書
 

平成25年５月９日 
 

大阪証券金融株式会社 
取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 梅 原  隆 ㊞
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 仲  昌 彦 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大阪証券金融株式会社の平
成24年４月１日から平成25年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上 
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  監査役会監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書
 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第99期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、
監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。 

 
１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計
画等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び東京支社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

  なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法
人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明
細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項) 
を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 
２ 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 
 一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。 
 二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 
 三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても指摘すべき事項は認められません。 

   なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点におい
て有効である旨の報告を取締役等及び新日本有限責任監査法人から受けており
ます。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 
 

  平成25年５月16日 

大阪証券金融株式会社 監査役会 

常 勤 監 査 役 源 太 忠 彦 ㊞
社 外 監 査 役 山 下 公 央 ㊞
社 外 監 査 役 中 川  隆 ㊞
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

期末配当に関する事項 

(1) 普通株式 

第99期の普通株式の期末配当につきましては、収益状況等を勘案いたしまして以

下のとおりといたしたいと存じます。 

  株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

   当社普通株式１株につき金３円 総額109,675,875円 

   (普通配当３円) 
 

(注) 中間配当は見送っておりますので、当事業年度の年間配当は、１株につき金３円
となります。 

(2) 優先株式 

第99期の優先株式の配当につきましては、定款の定めに従いまして以下のとおり

といたしたいと存じます。 

  株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

   当社優先株式１株につき金14円 総額210,000,000円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

 平成25年６月28日 
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 第２号議案 取締役全員任期満了につき９名選任の件 

   取締役 堀田隆夫、虎竹洋文、西山 剛、小田康史、田中 豊、乾 裕、神﨑健一、

佐々木茂夫、吉武文徳の各氏は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役９名の選任をお願いいたしたいのであります。 

   取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
候補者の有する 
当社の株式数 

１ 

ほっ た たか お 

堀 田 隆 夫 
 

(昭和21年１月１日生) 

昭和43年４月 大蔵省入省 
平成９年７月 証券取引等監視委員会事務局

長就任 
平成10年７月 大蔵省造幣局長就任 
平成11年７月 東京金融先物取引所専務理事

就任 
平成15年６月 日本たばこ産業株式会社取締

役副社長就任 
平成17年６月 同社代表取締役副社長就任 
平成19年５月 当社顧問就任 
同  年６月 当社取締役社長就任現在に至

る（コンプライアンス担当）
       株式会社ＯＤＫソリューショ

ンズ取締役就任現在に至る 
平成23年６月 マツダ株式会社監査役就任現

在に至る 
(重要な兼職の状況) 
マツダ株式会社監査役（社外） 

〔普通株式〕

37,700株 

２ 

とら たけ ひろ ふみ 

虎 竹 洋 文 
 

(昭和23年９月23日生) 

昭和48年４月 日本銀行入行 
平成12年６月 同行京都支店長 
平成14年９月 株式会社ドッドウエル ビ

ー・エム・エス取締役就任 
平成15年８月 株式会社松田平田設計取締役

就任 
平成18年８月 同社常務取締役就任 
平成22年６月 当社専務取締役就任現在に至

る（統括、監査室、リスク管
理担当） 

〔普通株式〕

19,500株 

３ 

にし やま  つよし 

西 山   剛 
 

(昭和30年12月28日生) 

昭和53年４月 当社入社 
平成14年６月 当社資金証券部長 
平成17年６月 当社企画総務部長 
平成18年６月 当社取締役企画総務部長就任
平成23年６月 当社常務取締役資金証券部長

就任現在に至る（資金証券部
担当、東京支社統括） 

〔普通株式〕

10,400株 

４ 

お だ やす ふみ 

小 田 康 史 
 

(昭和28年11月６日生) 

昭和51年４月 日本銀行入行 
平成17年７月 同行金融機構局参事役 
平成22年６月 当社入社企画総務部付部長 
平成23年６月 当社取締役企画総務部長就任
平成24年６月 当社常務取締役企画総務部長

就任現在に至る（企画総務部
担当） 

〔普通株式〕

3,700株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
候補者の有する 
当社の株式数 

５ 

た なか  ゆたか 

田 中   豊 
 

(昭和29年２月17日生) 

昭和52年４月 当社入社 
平成21年６月 当社資金証券部付部長 
平成24年６月 当社取締役営業部長就任現在

に至る（営業部担当） 

〔普通株式〕

1,300株 

６ 

〔社外取締役候補者〕 
 

いぬい   ゆたか 

乾     裕 
 

(昭和20年１月３日生) 
 

昭和42年４月 野村證券株式会社入社 
昭和63年12月 同社取締役就任 
平成３年６月 野村投資顧問株式会社常務取

締役就任 
平成８年６月 野村ファイナンス株式会社専

務取締役就任 
平成10年６月 エース証券株式会社代表取締

役社長就任 
平成24年６月 当社取締役就任現在に至る 

エース証券株式会社代表取締
役会長兼ＣＥＯ就任 

同  年７月 日本証券業協会大阪地区協会
地区会長就任現在に至る 

平成25年４月 エース証券株式会社代表取締
役社長就任現在に至る 

(重要な兼職の状況) 
エース証券株式会社代表取締役社長 
日本証券業協会大阪地区協会地区会長 

0株 

７ 

〔社外取締役候補者〕 
 

かん ざき けん いち 

神 﨑 健 一 
 

(昭和23年７月24日生) 

昭和46年７月 株式会社大和銀行（現 株式
会社りそな銀行）入行 

平成13年７月 同行執行役員就任 
平成15年５月 大和オフィスサービス株式会

社（現 りそなビジネスサー
ビス株式会社）取締役社長就
任 

平成17年６月 当社取締役就任現在に至る 
       東洋テック株式会社常勤監査

役就任 

0株 

８ 

〔社外取締役候補者〕 
 

さ さ き しげ お 

佐々木 茂 夫 
 

(昭和19年10月12日生) 

昭和44年４月 検事任官 
平成16年１月 札幌高等検察庁検事長 
平成17年４月 福岡高等検察庁検事長 
平成18年５月 大阪高等検察庁検事長 
平成19年８月 弁護士登録（大阪弁護士会）

現在に至る 
平成21年６月 当社取締役就任現在に至る 
平成22年６月 株式会社大阪証券取引所取締

役就任現在に至る 
平成24年５月 岩井コスモ証券株式会社取締

役就任現在に至る 
(重要な兼職の状況) 
株式会社大阪証券取引所取締役（社外） 
岩井コスモ証券株式会社取締役（社外） 

0株 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
候補者の有する 
当社の株式数 

９ 

〔社外取締役候補者〕 
 

よし たけ ふみ のり 

吉 武 文 徳 
 

(昭和24年９月23日生) 

昭和48年４月 株式会社神戸銀行（現 株式
会社三井住友銀行）入行 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行執行役
員就任 

平成14年６月 大和証券エスエムビーシー株
式会社（現 大和証券キャピ
タル・マーケッツ株式会社）
常勤監査役就任 

平成21年６月 京阪神興業株式会社取締役副
社長就任現在に至る 

平成23年６月 当社取締役就任現在に至る 

0株 

 
(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2. 候補者と当社の関係について 

① 候補者乾 裕氏は、エース証券株式会社代表取締役社長であり、当社は同社に対して貸借

取引業務等を行っております。 

② 候補者佐々木茂夫氏は、株式会社大阪証券取引所および岩井コスモ証券株式会社の社外取

締役であり、当社は株式会社大阪証券取引所の指定証券金融会社であり、岩井コスモ証券

株式会社に対しては貸借取引業務等を行っております。 

3. 社外取締役候補者の選任理由 

① 乾 裕氏につきましては、証券界での知識・経験等を当社の経営にいかしていただくため、

社外取締役として選任をお願いするものであります。 

なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。 

② 神﨑健一氏につきましては、金融界での知識・経験等を当社の経営にいかしていただくた

め、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。 

③ 佐々木茂夫氏につきましては、法曹界での知識・経験等を当社の経営にいかしていただく

ため、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

同氏は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことは

ありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断い

たしました。 

なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。 

④ 吉武文徳氏につきましては、金融界・証券界での知識・経験等を当社の経営にいかしてい

ただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。 

4. 社外取締役との責任限定契約 

当社は社外取締役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任の限度額を法令が規定す

る額に限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、乾 裕、神﨑健一、

佐々木茂夫、吉武文徳の各氏とはすでに契約を締結しております。 

5. 佐々木茂夫氏は、大阪証券取引所および東京証券取引所の定める独立役員として届け出てお

り､ 再任された場合引続き独立役員となる予定です。 

6. 堀田隆夫氏は、平成25年６月26日付で株式会社ＯＤＫソリューションズの取締役を退任する

予定です。 
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 第３号議案 取締役および監査役の退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支給の

件 

当社は、取締役会において、本総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止す

ることを決議いたしました。これに伴い、現在、在任中の取締役９名および監査役３

名に対し、その在任中の功労に報いるため、当社所定の基準に基づき、従来の慣行を

勘案のうえ、相当額の範囲内で本総会終結の時までの在任期間に相当する退職慰労金

を贈呈することといたしたいのであります。 

なお、贈呈の時期は取締役または監査役を退任する時（日本証券金融株式会社の取

締役または監査役に就任する者については同社の取締役または監査役の退任時）に贈

呈することとし、その具体的な金額および方法等は取締役については取締役会に、監

査役については監査役の協議にそれぞれご一任願いたいのであります。 

各氏の略歴は次のとおりであります。 
 

氏     名 略     歴 

堀 田 隆 夫 平成19年６月 当社取締役社長現在に至る 

虎 竹 洋 文 平成22年６月 当社専務取締役現在に至る 

西 山   剛 
平成18年６月 当社取締役就任 

平成23年６月 当社常務取締役就任現在に至る 

小 田 康 史 
平成23年６月 当社取締役就任 

平成24年６月 当社常務取締役就任現在に至る 

田 中   豊 平成24年６月 当社取締役就任現在に至る 

乾     裕 平成24年６月 当社社外取締役就任現在に至る 

神 﨑 健 一 平成17年６月 当社社外取締役就任現在に至る 

佐々木 茂 夫 平成21年６月 当社社外取締役就任現在に至る 

吉 武 文 徳 平成23年６月 当社社外取締役就任現在に至る 

源 太 忠 彦 平成24年６月 当社常勤監査役就任現在に至る 

山 下 公 央 平成22年６月 当社社外監査役就任現在に至る 

中 川   隆 平成24年６月 当社社外監査役就任現在に至る 

 

以 上 
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メ モ 欄 
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株主総会会場ご案内略図 
 
 

大阪市中央区北浜二丁目４番６号

大証金ビルディング６階 会議室
 

 

 

交 通 機 関 京 阪 電 鉄 「北 浜 駅」下車 徒歩約５分 

       地下鉄(堺 筋 線) 「北 浜 駅」下車 徒歩約５分 

       地下鉄(御堂筋線) 「淀屋橋駅」下車 徒歩約10分 
 
なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承

下さいますようお願い申し上げます。 

 


